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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確

保するための体制についての決定内容の概要及び当該体制の運用状況は、以下のとおりです。

１. 業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役の職務執行の適法性を確保するための体制

①　「取締役会規程」「役員規程」「コンプライアンス規程」等の社内規程を整備し、取締役

が法令及び定款に則って行動するように徹底する。

②　取締役会等を通じて取締役に積極的に発言を行わせることにより監督機能を整備し、ま

た、社外取締役を複数名選任することにより、強固な監督機能を具備する。

③　監査役及び監査役会により、取締役の職務執行に対する監査等を実施する。

④　定期的に社外取締役と社外監査役は、常勤監査役と意見交換会を開催し、重要事案に関す

る情報共有を行う。

⑤　知財法務部が事務局となり、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス状況の

管理に取り組むとともに、コンプライアンスに関する教育・研修を実施する。

(2) 取締役の職務執行に関する情報の保存及び管理に関する体制

取締役会議事録は、取締役会開催ごとに作成し、法令及び文書管理規程等に従い、取締役会

事務局により適切に保存する。また、各種決裁事項に関する稟議書等についても、担当部署に

より法令及び文書管理規程等に従い適切に作成・保存する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　総務課が事務局となり、リスクマネジメント委員会を設置し、事業経営に影響を与えるリ

スクを洗い出して重要リスクを特定する。

②　各重要リスクについては経営会議に提起し、対策を講じるとともに、その進捗をモニタリ

ングし、事業戦略的に改善を推進する。

(4) 取締役の職務執行の効率性を確保するための体制

①　「稟議規程」の運用、各部門長への権限委譲の徹底、経営会議の開催、経営上重要な情報

の正確かつ迅速な収集・伝達のためのＩＴシステム整備により、意思決定の迅速化を図る。

②　「年間見通し」「中期計画」等を策定し、月次決算においてその進捗状況を確認・検証の

うえ、速やかに対策を立案・実行する。

(5) 使用人の職務執行の適法性を確保するための体制

①　コンプライアンス委員会は、「瑞光グループ倫理方針」等の社内規程やコンプライアンス

順守の取り組み、全社員向け研修をはじめとする各種の啓発活動を行う。

②　「内部統制監査」等の実施、各種通報制度の運用を通じて不正行為の早期発見に努める。

(6) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　「瑞光グループ倫理方針」及び「稟議規程」の運用、グループ横断的な職能規程の整備、

グループ子会社への取締役及び監査役の派遣・株主権の行使、内部監査部門による定期的な

「内部統制監査」の実施、目標の共有化及び通達等により、当社の内部統制システムの基本

方針をグループ子会社に周知するとともに、子会社との間で適切な情報伝達等を行う。

②　上記各体制のもとそれぞれの地域の責任者が主体となり、当社グループの業務の適正を確

保することにより、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制についても適切な対応

を行う。

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関す

る事項

　職務補助者（監査役スタッフ）の設置については、監査役と取締役会が協議のうえ、専任ま

たは兼任の使用人を監査役スタッフとして配置するものとする。
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(8) 監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

①　各監査役が、監査役スタッフへの指揮命令を行い、監査役スタッフは、それに従って監査

役の職務の補助を行う。

②　監査役スタッフの異動、処遇等の人事事項は、監査役と人事課が事前協議のうえ実施す

る。

(9) 当社及び子会社の取締役並びに使用人等が当社監査役に報告をするための体制

①　当社及び子会社の取締役並びに使用人等が、各社の監査役主催の定例会等において業務の

運営や課題等について報告するとともに、監査役に対して取締役会及び重要会議へ出席する

ことを要請して適宜報告する。また、子会社の監査役は、各社における報告内容に関し、当

社監査役に対して適宜報告する。

②　「監査役通報システム」によって、会計及び監査における不正や懸念事項について、当社

及び子会社の使用人等が直接、当社の監査役会に通報する体制を構築する。

(10) 監査役への報告をした者が報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

報告者に対し報告を理由とした不利な取扱いが行われないよう、関連部門に要請する。ま

た、「監査役通報システム」において、匿名での通報を認めるとともに、通報したことを理

由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

(11) 監査役の職務執行について生ずる費用または債務の処理に関する方針

①　「監査役監査基準」に従い、監査の実効性を確保するために、監査役の職務の執行上必要

と見込まれる費用について予算を計上する。

②　緊急または臨時に支出した費用についても、法令に則って会社が前払いまたは償還する。

③　監査役は監査費用の支出にあたってその効率性及び適正性に留意する。監査の実効性を確

保するため、監査役の職務執行について生ずる費用の予算を毎年計上し、計上外で拠出する

費用についても、法令に則って会社が前払いまたは償還する。

(12) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は、会計監査人から会計監査の内容について説明を受けるとともに、意見交換を行

い、会計監査人との連携を図る。

②　「内部監査室」を設置し、毎月の報告・連絡会を実施する。なおそれらの人事事項は、監

査役の同意を必要とする。

③　当社監査役と子会社の監査役との連携を図るために、子会社の監査役は当社常勤監査役に

対し適宜報告する。

④　各部門は監査役による国内外の事業場往査に協力し、内部監査部門も監査役に適宜報告す

るなど、監査役と連携することにより、監査役監査の実効性向上に協力する。

⑤　監査役は、稟議書類等の業務執行に係る重要文書を閲覧し、取締役及び使用人に対して説

明を求めることができる。

⑥　監査役が毎年策定する「監査計画」に従い、実効性ある監査を実施できる体制を整える。

(13) 反社会的勢力排除に関する基本方針

①　取締役及び従業員は、市民生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会生活の発展

を妨げる反社会的勢力に対しては毅然とした態度で組織的に対応する。

②　反社会的勢力の経営活動への関与や当該勢力が及ぼす被害を防止する観点から、倫理規範

において反社会的勢力との関わりについて定め、反社会的勢力の排除に向けて全社的に取り

組む。

③　反社会的勢力に対しては、通達等において主管部署及び情報収集、管理、報告方法等を定

めるほか、外部専門機関との連携による情報収集や社内研修の実施をとおして、事案の発生

時に速やかに対処できる体制を構築する。

(注)グループ子会社とは、会社法上の子会社をいう。
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２. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、前述の内部統制システムの整備を行い、取締役会において継続的に経営上のリスクに

ついて検討しております。また、必要に応じて、社内諸規程、個々の業務及び業務フローの見直

しを実施し、内部統制システムの実効性を向上させるように努めております。

　さらに、内部監査室は独立した観点から定期的に実査を中心として監査を実施しており、法

令・定款及び社内規程等に違反している事項がないかを検証しております。常勤監査役も、監査

役監査の他、代表者及び管理職者との面談、社内の重要会議への出席等を通じて、業務執行の状

況やコンプライアンスについての重大な違反等がないよう監視しております。
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（ 2021年２月21日から
2022年２月20日まで）

株主資本
その他の
包括利益
累計額

資本金
資本

剰余金
利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

当連結会計年度期首残高 1,888,510 2,750,330 23,737,574 △596,693 27,779,721 890,852

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △458,506 △458,506

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,736,696 1,736,696

自 己 株 式 の 処 分 15,303 4,764 20,067

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

23,876

当連結会計年度変動額合計 － 15,303 1,278,190 4,764 1,298,257 23,876

当連結会計年度末残高 1,888,510 2,765,633 25,015,764 △591,929 29,077,978 914,729

その他の包括利益累計額

新株
予約権

純資産合計土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調整
累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当連結会計年度期首残高 △1,165,229 △141,882 795 △415,464 116,610 27,480,866

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △458,506

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,736,696

自 己 株 式 の 処 分 20,067

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

－ 1,253,872 1,125 1,278,875 △2,347 1,276,528

当連結会計年度変動額合計 － 1,253,872 1,125 1,278,875 △2,347 2,574,786

当連結会計年度末残高 △1,165,229 1,111,990 1,921 863,410 114,263 30,055,652

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ９社

連結子会社の名称 瑞光（上海）電気設備有限公司

株式会社瑞光メディカル

ZUIKO INC．

ZUIKO INDUSTRIA DE MAQUINAS LTDA.

ZUIKO MACHINERY(THAILAND)CO.,LTD.

PT.ZUIKO MACHINERY INDONESIA

ZUIKO INDIA PRIVATE LIMITED

ZUIKO EUROPE GMBH

株式会社ZUIKO INNOVATION CENTER

　なお、当連結会計年度において、株式会社ZUIKO INNOVATION CENTERを設立したため、新

たに連結の範囲に含めております。

(2) 非連結子会社の名称等

該当する会社はありません。

２. 持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社がないため、該当する会社はありません。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社である瑞光（上海）電気設備有限公司、ZUIKO INC．、ZUIKO INDUSTRIA DE 

MAQUINAS LTDA.、ZUIKO MACHINERY(THAILAND)CO.,LTD.、PT.ZUIKO MACHINERY INDONESIA、

ZUIKO INDIA PRIVATE LIMITED及びZUIKO EUROPE GMBHの決算日は12月31日であります。連結決

算日との差は３か月以内であるため、当該連結子会社の決算日現在の計算書類を基礎として連

結を行っております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な

調整を行っております。

　連結子会社である株式会社瑞光メディカル及び株式会社ZUIKO INNOVATION CENTERの決算日

は連結決算日と一致しております。
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４. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

② たな卸資産

原材料及び貯蔵品、商品及び製品

　主として移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

仕掛品

　個別法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　２～48年

　機械装置及び運搬具　２～17年

② リース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 無形固定資産

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を

計上しております。

③ 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計

上しております。

④ 製品保証引当金

　無償保証に係る製品保証に備えるため、過去の発生実績率に基づき、将来発生する修理費

用の見積額を計上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各期における従業員の平均残存勤務年数期間内の一定年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

③ 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整のうえ、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる機械装置の製造等

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

② その他

工事完成基準及び出荷基準

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、当該連結子会社の決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(7) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

Ⅱ. 会計方針の変更に関する注記

（たな卸資産の評価方法の変更）

　従来、当社の原材料のたな卸資産の評価方法として、先入先出法による原価法を採用してお

りましたが、当連結会計年度より移動平均法による原価法に変更しております。

　この変更は、新システムが当連結会計年度に稼働したことを機に、移動平均法にて在庫評価

を行う方が、より適切なたな卸資産の評価及び期間損益計算を行うことができると判断したこ

とによるものです。

　なお、過去の連結会計年度について、移動平均法による計算を行うことが実務上不可能であ

り、遡及適用した場合の累積的影響額を算定することができないため、前連結会計年度末の帳

簿価額を当連結会計年度の期首残高として計算しております。

　また、この変更による影響は軽微であります。

Ⅲ. 表示方法の変更に関する注記

　　（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において「流動負債」の「未払金」に含めて表示しておりました「製品保証

引当金」（前連結会計年度54,403千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より

区分掲記しております。
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Ⅳ. 会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、

翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであ

ります。

（工事進行基準による収益認識）

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

工事進行基準売上高 10,100,682千円

（うち期末時点において進行中の金額  7,277,497千円）

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当連結会計年度末までに工事の進捗部分について成果の確実性が認められる受注機械等

の製造等については、売上計上基準として工事進行基準を適用しております。

　工事進行基準の売上は、収益の総額及び進捗率に基づいて算定され、進捗率は見積工事

原価に対する当連結会計年度末までに発生した実績工事原価の割合に基づき算定されま

す。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　工事進行基準の適用にあたり、見積工事原価には実行予算を使用しております。当該実

行予算には材料費、労務費、外注費等の見積りが含まれており、労務費については、案件

の仕様、過去の類似案件における原価発生状況等を勘案し、責任者や経営者の判断により

信頼性のある金額を見積っております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　工事は一般に長期にわたることから、顧客要望による仕様変更、災害等による施工の遅

延、予期しない不具合等の発生により、工事原価総額の見積りに見直しが生じる場合があ

り、翌連結会計年度の連結計算書類において、売上高の金額に影響を与える可能性があり

ます。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 5,405,112千円

△652,161千円

普通株式 28,800,000株

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 1 年 ５ 月 1 8 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 295,527千円 11円25銭 2021年２月20日 2021年５月19日

2 0 2 1 年 1 0 月 １ 日
取 締 役 会

普通株式 162,978千円 ６円20銭 2021年８月20日 2021年11月１日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 2 年 ５ 月 1 7 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 262,893千円 10円 2022年２月20日 2022年５月18日

新 株 予 約 権 の 内 訳 新株予約権の目的となる株式の種類 当 連 結 会 計 年 度 末 株 式 数

2 0 1 6 年 新 株 予 約 権 普通株式 27,200株

2 0 1 7 年 新 株 予 約 権 普通株式 32,400株

2 0 1 8 年 新 株 予 約 権 普通株式 31,600株

2 0 1 9 年 新 株 予 約 権 普通株式 34,400株

2 0 2 0 年 新 株 予 約 権 普通株式 19,200株

Ⅴ. 連結貸借対照表に関する注記

２. 土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定

める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行う方法によ

り算出

再評価を行った年月日　　　　　2002年２月20日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

Ⅵ. 連結損益計算書に関する注記

減損損失

　新本社工場移転に伴い、建物及び構築物及び機械装置及び運搬具の一部について、回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（51,739千円）として特別損失に計上しております。

Ⅶ. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

１. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

２. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるも

の

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項
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Ⅷ. 金融商品に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については預金等、安全性の高い金融資産で運用し、また、資

金調達については資金用途や調達環境等を勘案し調達手段を決定するものとしております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主

な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。

　投資有価証券に含まれる株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格

の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握する体制としております。

　支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、事業活動から生じた営業債務であり、全て１

年以内に支払期日が到来いたします。

　未払法人税等は、法人税、住民税及び事業税に係る債務であり、全て１年以内に納付期日

が到来いたします。

　長期未払金には、営業取引から生じた特定の取引先に対する長期の金銭債務が含まれてお

り、支払日は連結決算日後、最長で７年後であります。また、役員退職慰労金の打切支給に

係る債務も含まれており、当該債務は各役員の退職時に支給する予定であります。

　リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、償還日は連結決算日後、最長で４年後であります。

　社債及び長期借入金は、設備投資に必要な資金の調達を目的としております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金

(2)受取手形及び売掛金

(3)電子記録債権

(4)投資有価証券

　   その他有価証券

13,852,559

4,839,678

2,624,365

1,569,229

13,852,559

4,839,678

2,624,365

1,569,229

－

－

－

－

　　資産計 22,885,832 22,885,832 －

(1)支払手形及び買掛金

(2)電子記録債務

(3)未払法人税等

(4)社債

(5)長期借入金(1年内返済予定を含む)

(6)リース債務(固定負債)

(7)長期未払金

1,738,117

2,672,542

756,735

5,000,000

3,000,000

12,406

471,255

1,738,117

2,672,542

756,735

4,993,957

2,988,934

12,395

469,044

－

－

－

△6,042

△11,065

△10

△2,210

　　負債計 13,651,057 13,631,728 △19,328

１株当たり純資産額 1,138円92銭

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

66円07銭

65円71銭

２. 金融商品の時価等に関する事項

　2022年２月20日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

（単位：千円)

(注）金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券に関する事項

　 資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(3)電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

時価については、取引所の価格によっております。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、並びに(3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(4)社債、(5)長期借入金（1年内返済予定を含む）

　これらの時価については、元利金の合計額を、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味

した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(6)リース債務(固定負債)

　元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

(7)長期未払金

　時価については、合理的に見積った支払予定時期に基づき、国債の利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

Ⅸ. １株当たり情報に関する注記

－ 11 －



（ 2021年２月21日から
2022年２月20日まで）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮

積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,888,510 2,750,330 － 2,750,330 206,864 100,992 10,500,000 6,311,898 17,119,755

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △458,506 △458,506

当 期 純 利 益 1,688,305 1,688,305

自己株式の処分 15,303 15,303

株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

当期変動額合計 － － 15,303 15,303 － － － 1,229,798 1,229,798

当 期 末 残 高 1,888,510 2,750,330 15,303 2,765,633 206,864 100,992 10,500,000 7,541,697 18,349,554

株主資本 評価・換算差額等

新株
予約権

純資産
合計自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

土地
再評価
差額金

評価・
換算差額等

合計

当 期 首 残 高 △596,693 21,161,901 890,852 △1,165,229 △274,377 116,610 21,004,134

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △458,506 △458,506

当 期 純 利 益 1,688,305 1,688,305

自己株式の処分 4,764 20,067 20,067

株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

23,876 － 23,876 △2,347 21,529

当期変動額合計 4,764 1,249,866 23,876 － 23,876 △2,347 1,271,396

当 期 末 残 高 △591,929 22,411,768 914,729 △1,165,229 △250,500 114,263 22,275,530

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

関係会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

原材料

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　２～38年

機械及び装置　２～17年

(2) リース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 無形固定資産

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。
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３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上し

ております。

(3) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上して

おります。

(4) 製品保証引当金

　無償保証に係る製品保証に備えるため、過去の発生実績率に基づき、将来発生する修理費用

の見積額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各期における従業員の平均残存勤務年数期間内の一定年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４. 収益及び費用の計上基準

(1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる機械装置の製造等

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

(2) その他

工事完成基準及び出荷基準

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(2) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら

の会計処理の方法と異なっております。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 3,796,645千円

短期金銭債権 2,135,347千円

短期金銭債務 11,670千円

長期金銭債務 3,000千円

△652,161千円

Ⅱ. 会計方針の変更に関する注記

　　（たな卸資産の評価方法の変更）

　従来、当社の原材料のたな卸資産の評価方法として、先入先出法による原価法を採用してお

りましたが、当事業年度より移動平均法による原価法に変更しております。

　この変更は、新システムが当事業年度に稼働したことを機に、移動平均法にて在庫評価を行

う方が、より適切なたな卸資産の評価及び期間損益計算を行うことができると判断したことに

よるものです。

　なお、過去の事業年度について、移動平均法による計算を行うことが実務上不可能であり、

遡及適用した場合の累積的影響額を算定することができないため、前事業年度末の帳簿価額を

当事業年度の期首残高として計算しております。

　また、この変更による影響は軽微であります。

Ⅲ. 表示方法の変更に関する注記

　　（貸借対照表）

　前事業年度において「流動負債」の「未払金」に含めて表示しておりました「製品保証引当

金」（前事業年度32,144千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記して

おります。

Ⅳ. 会計上の見積りに関する注記

　　　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

　　（工事進行基準による収益認識）

　　　（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　　　 工事進行基準売上高 9,219,124千円

　　　　　（うち期末時点において進行中の金額 6,927,269千円）

　　　（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　　（1）の金額の算出方法は、連結計算書類「Ⅳ．会計上の見積りに関する注記（工事進行

基準による収益認識）」の内容と同一であります。

Ⅴ. 貸借対照表に関する注記

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

３．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定

める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行う方法によ

り算出

再評価を行った年月日　　　　　2002年２月20日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
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(1) 売上高 2,764,597千円

(2) 仕入高 69,049千円

(3) 販管費及び一般管理費 784千円

(4) 営業取引以外の取引高 205,869千円

普通株式 2,510,688株

繰延税金資産

　研究開発費 128,016千円

売上原価 107,992千円

賞与引当金 82,367千円

関係会社株式 51,150千円

研究開発資産 46,721千円

未払事業税 40,668千円

株式報酬費用 34,987千円

投資有価証券 25,124千円

賃借倉庫設備 24,996千円

貸倒引当金 23,469千円

未払金 19,031千円

減損損失 15,842千円

役員賞与引当金 10,043千円

在庫評価損 4,964千円

長期未払金 2,388千円

その他 24,548千円

繰延税金資産小計 642,311千円

評価性引当額 △79,299千円

繰延税金資産合計 563,012千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △368,722千円

固定資産圧縮積立金 △44,571千円

その他 △2,672千円

繰延税金負債合計 △415,967千円

繰延税金資産の純額 147,044千円

Ⅵ. 損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

２．減損損失

　新本社工場移転に伴い、建物及び機械及び装置の一部について、回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（51,739千円）として特別損失に計上しております。

Ⅶ. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

Ⅷ. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有 )割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
(千円)

子会社

瑞光(上海)電気

設備有限公司

所有

直接100％

役員の兼任

（３名）

製品 の 販売
（注１) 1,875,602 売 掛 金 1,105,987

製品 の 購入
（注１） 4,318 買 掛 金 69

株式会社瑞光

メディカル

所有

直接100％
なし

製品 の 販売
（注１) 6,831 売 掛 金 519,775

資金 の 貸付
（注２） 50,000 短期貸付金 50,000

経費の立替等 36,013 立 替 金 24,600

種類
会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及び
その近親者

和田　隆男(注１)
(被所有)

直接  0.73%
間接 13.69%

当社名誉顧問 顧問料(注２) 22,039 未 払 金 1,674

１株当たり純資産額 842円98銭

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

64円23銭

63円88銭

Ⅸ. 関連当事者との取引に関する注記

（1) 子会社及び関連会社等

　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて
おります。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉のうえで合理的に決定しており

ます。
（注２）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（2) 役員及び個人主要株主等

　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて
おります。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）和田隆男氏は、当社取締役和田昇氏の実父であります。
（注２）顧問料については、両者協議のうえで決定しております。

Ⅹ. １株当たり情報に関する注記
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